
お客様本位の業務運営に関する取組状況

➢ 2025年度は、「お客様本位の業務運営に関する取組方針」および「お客様本位

の業務運営に関するアクションプラン」にもとづき、①安定的な資産形成に資する

ＮＩＳＡ制度およびしんきんｉＤｅＣｏにかかる研修の実施、②顧客への最適な商

品提供支援を目的とした投信窓販取次商品の拡充、③プロダクトガバナンスにかかる

製販間情報連携スキームへの対応支援等により、信用金庫へのサポートに取り組みま

した。

１．概要

注意事項

１．信金中金では、信用金庫が投信窓口販売業務を取り扱うにあたり、信金中金取次販売

方式という仕組みを提供しています。この仕組みにより、信金中金が指定販売会社として

投信会社と指定販売契約を締結することにより、信金中金と取次販売契約を締結した

信用金庫が当該投信会社の投信商品を取り扱うことが可能となります。

この仕組みにおいて、信金中金は、お客様へ直接の商品販売を行っていませんが、信用

金庫が取り扱う投信商品の選定、信用金庫向けの研修および情報提供等を行っています。

２．当公表内容におけるグループ会社とは、しんきんアセットマネジメント投信株式会社を

いいます。

３．金融庁が提示している共通ＫＰＩ（投資信託の預かり残高上位20銘柄のコスト・リター

ンほか）については、信金中金が投資信託等をお客様に直接販売することがないため、

実績は公表していません。

２．取組状況

（前文）
信金中央金庫（以下「信金中金」と略

称します。）は、信金中金グループの
「お客様本位の業務運営に関する取組方
針」にもとづき、アクションプランを策
定し、お客様本位の取組みを実践します。

信金中金は、アクションプランの取組
状況を定期的に確認・公表し、必要に応
じて見直します。

アクションプラン 実施内容

・アクションプランの取組状況を経営陣
に報告のうえ、ホームページで公表

・アクションプランは、変更なし
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１．お客様の最善の利益の追求

信金中金は、信用金庫に資産運用関連
業務にかかるサポートを行うことにより、
お客様の最善の利益を追求します。

信金中金は、お客様本位の業務運営が
企業文化として定着するよう、本方針に
かかる研修を実施します。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する原
則」との対応関係：原則２、同(注)

・信用金庫が共通ＫＰＩを公表するために
必要となる基礎データを提供

・顧客本位の業務運営にかかる意識向上の
ため、信用金庫職員に対し、訪問や動画等
により、投信窓販、しんきんｉＤｅＣｏ
にかかる研修を実施

・預かり資産業務の研修動画を拡充し、信
用金庫役職員向けｅラーニングサイトに
掲載

・顧客本位の業務運営の周知徹底のため、
ｅラーニングにより「お客様本位の業務
運営」にかかる研修を実施（信金中金職
員向け）

信用金庫向け主な研修・講演会等

アクションプラン 実施内容

※共通ＫＰＩ
他の事業者と比較して、長期的にリスクや販売手数料等のコストに見合ったリターンが確保

できているかを判断するために①運用損益別顧客比率 ②預かり残高上位20銘柄のコスト・
リターン ③預かり上位20銘柄のリスク・リターン について共通の定義により公表する指標

・顧客へのゴールベースアプローチ提案に
活用できる「ライフプランから考えるＮ
ＩＳＡ活用ＢＯＯＫ」を信用金庫に提供
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対象 実施時期 主な内容 実績

投資信託研修 随時
・投資信託の基礎
・積立投資
・顧客本位の業務運営　等

　 実地研修：
 　　８信用金庫

　 動画視聴：
　　　6,320回

リテール基礎研修 随時
・窓口声かけセールス
・ライフプランコンサルティング　等

    動画視聴：
       5,087回

確定拠出年金研修 随時
・勧奨用チラシの使用方法
・申込受付フロー
・推進事例の紹介　等

    実地研修：

      35信用金庫

    動画視聴：
        4,306回



２．利益相反の適切な管理

信金中金は、お客様の利益が不当に害
されることのないよう、特定の商品提供
会社や信金中金グループ内の投信会社に
偏ることなく商品を選定します。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する
原則」との対応関係：原則３、同(注)

・商品採用基準にもとづき、手数料やパ
フォーマンスを考慮のうえ、商品を選
定し、投信窓販９商品の取扱いを開始
（うち、グループ会社分１商品）

・グループ会社を含む特定の会社への偏り
がないことを確認

➢ 投信窓販取次商品および確定拠出年金向け商品は、商品性やリスク、手数料等を

勘案のうえ、グループ会社を含む特定の会社の商品に偏ることなく選定しています。

グループ会社商品の状況

(1) 投信窓販取次商品

アクションプラン 実施内容
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2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

グループ会社 32 15% 33 14% 34 14%

グループ会社以外 187 85% 197 86% 204 86%

合　計 219 100% 230 100% 238 100%

24/3

グループ会社以外

85％

グループ会社

15％

25/3

グループ会社以外

86％

グループ会社

14％

26/3

グループ会社

14％

グループ会社以外

86％



(2) 確定拠出年金向け商品

３．手数料等の明確化

信金中金は、お客様に負担いただく手
数料その他費用について、信用金庫がお
客様に分かりやすく丁寧な形で情報提供
できるようサポートします。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する
原則」との対応関係：原則４

・手数料説明の重要性にかかる意識
向上のため、信用金庫職員向け研修
において、投資信託の主な手数料・
費用および顧客説明について周知

・顧客への適切な手数料説明にかかる
ポイントの明確化、スキル向上およ
び平準化のため、訪問や説明会等に
より、業界共同のシステムツール導
入を促進

・信用金庫による商品の手数料把握を容易
にするため、各商品の信託報酬にかかる
レーティング情報を提供

アクションプラン 実施内容
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2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

グループ会社 4 8% 4 8% 4 8%

グループ会社以外 46 92% 49 92% 49 92%

合　計 50 100% 53 100% 53 100%

25/3

グループ会社以外

92％

26/3

グループ

会社

8％

グループ会社以外

92％

24/3

グループ会社以外

92％

グループ

会社

8％

グループ

会社

8％



４．重要な情報の分かりやすい提供

信金中金は、商品・サービスの販売・
推奨等にかかる重要な情報（リスク・リ
ターン、想定する顧客属性、選定理由
等）について、同種の商品内容と比較す
ることが容易な資料を用いるなど、信用
金庫がお客様に分かりやすく丁寧な形で
提供できるようサポートします。

（注１）信金中金では、信用金庫が投信窓口販売業務を
取り扱うにあたり、信金中金取次販売方式という仕組み
を提供しています。この仕組みにより、信金中金が指定
販売会社として投信会社と指定販売契約を締結すること
により、信金中金と取次販売契約を締結した信用金庫が
当該投信会社の投信商品を取り扱うことが可能となりま
す。
この仕組みにおいて、信金中金は、お客様へ直接の商

品販売は行っていませんが、信用金庫が取り扱う投信商
品の選定、信用金庫向けの研修および情報提供等を行っ
ています。

（注２）信金中金では、信用金庫が確定拠出年金業務を
取り扱うにあたり、コールセンターやシステムなど、業
務に必要なインフラを信用金庫業界で共用することを目
的として、業界共同スキームを構築・運営しています。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する
原則」との対応関係：原則５

・顧客に対する商品説明スキル向上
のため、信用金庫職員向け研修に
おいて、顧客提案にかかるリスク等
の重要な情報について周知

・信用金庫による運用実績の把握を
容易にするため、各商品の運用
実績にかかるレーティング情報
を提供

・信用金庫による重要情報シート
（個別商品編）作成に必要となる
基礎データを提供

アクションプラン 実施内容

※重要情報シート
お客様に対して、投資性金融商品等の内容やリスク・運用実績等にかかる簡潔な情報提供を

行うほか、各業態の枠を超えた多様な商品の比較を容易にすることを目的として作成するもの
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・顧客の安定的な資産形成の観点から、
35信用金庫に対し、確定拠出年金業務に
かかる実地研修を実施

５．お客様に最適な商品・サービス
の提供

信金中金は、運用成績、コストおよび
投信会社の経営状況等を評価のうえ、商
品ラインナップを整備し、信用金庫がお
客様のライフプラン等を踏まえた最適な
商品・サービスの提供や適切なフォロー
アップができるようサポートします。

（注１）信金中金では、信用金庫が投信窓口販売業務
を取り扱うにあたり、信金中金取次販売方式という仕
組みを提供しています。この仕組みにより、信金中金
が指定販売会社として投信会社と指定販売契約を締結
することにより、信金中金と取次販売契約を締結した
信用金庫が当該投信会社の投信商品を取り扱うことが
可能となります。

この仕組みにおいて、信金中金は、お客様へ直接の
商品販売は行っていませんが、信用金庫が取り扱う投
信商品の選定、信用金庫向けの研修および情報提供等
を行っています。

（注２）信金中金では、信用金庫が確定拠出年金業務
を取り扱うにあたり、コールセンターやシステムなど、
業務に必要なインフラを信用金庫業界で共用すること
を目的として、業界共同スキームを構築・運営してい
ます。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する
原則」との対応関係：原則６

・信用金庫のニーズ、商品の運用成績・
コストおよび投信会社の経営状況等を
勘案のうえ、投信窓販９商品の取扱い
を開始、238商品を提供中

・顧客のライフプランを踏まえた商品
提案力向上のため、信用金庫職員に対し、
投信窓販研修を実施

・プロダクトガバナンスにかかる製販間
情報連携スキームにおいて、信用金庫が
組成会社へ情報提供を行うための支援を
実施

・信用金庫のニーズ、商品の運用成績・
コストおよび投信会社の経営状況等を勘
案のうえ、確定拠出年金向け商品53商品
を提供中

アクションプラン 実施内容

※しんきんｉＤｅＣｏ
確定拠出年金の受付業務等を信金中金が担うことにより、信用金庫における事務負担が軽減

されるスキーム
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➢ 2026年３月末において、投信窓販取次商品および確定拠出年金向け商品ともに、

幅広い投資対象地域・資産から構成される商品ラインナップとなっております。

➢ 引き続き、お客様の多様な資産運用ニーズに応えるため、投信窓販取次商品および

確定拠出年金向け商品ラインナップの充実に努めてまいります。

商品ラインナップの状況（カテゴリ別商品数・比率）

(1) 投信窓販取次商品

(2) 確定拠出年金向け商品
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2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

国内債券 6 3% 6 3% 6 3%

海外債券 42 19% 45 20% 46 19%

国内株式 41 19% 42 18% 41 17%

海外株式 66 30% 71 31% 72 30%

国内REIT 5 2% 5 2% 5 2%

海外REIT 12 5% 12 5% 12 5%

資産複合 42 19% 44 19% 51 21%

特殊型 2 1% 2 1% 3 1%

その他資産 3 4% 3 1% 2 1%

合　計 219 103% 230 100% 238 100%

投 資 対 象
地 域･資 産

0

50

100

150

200

24/3 25/3 26/3

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

国内REIT

海外REIT

資産複合

特殊型

その他資産

（商品数）

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

国内債券 3 6% 3 6% 3 6%

海外債券 5 10% 5 9% 5 9%

国内株式 8 16% 8 15% 8 15%

海外株式 8 16% 9 17% 9 17%

国内REIT 2 4% 2 4% 2 4%

海外REIT 2 4% 2 4% 2 4%

資産複合 21 42% 23 43% 23 43%

その他資産 1 2% 1 2% 1 2%

合　計 50 100% 53 100% 53 100%

投 資 対 象
地 域･資 産

0

20

40

60

24/3 25/3 26/3

国内債券

海外債券

国内株式

海外株式

国内REIT

海外REIT

資産複合

その他資産

（商品数）



➢ 2026年３月末において、投信窓販取次商品および確定拠出年金向け商品ともに、

年１回の決算頻度型商品の取扱いを増やしております。

➢ 引き続き、お客様の中長期の安定的な資産形成に向け、商品の複利効果等も踏ま

えて、投信窓販取次商品および確定拠出年金向け商品ラインナップの充実に努めて

まいります。

商品ラインナップの状況（決算頻度別商品数・比率）

(1) 投信窓販取次商品

(2) 確定拠出年金向け商品
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2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

年 ２ 回 1 2% 1 2% 1 2%

年 １ 回 49 98% 52 98% 52 98%

合　計 50 100% 53 100% 53 100%

決算頻度

年２回

2%

年１回

98%

25/3

年２回

2%

年１回

98%

26/3

年２回

2%

年１回

98%

24/3

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

商品数 構成比 商品数 構成比 商品数 構成比

毎 月 38 17% 38 17% 38 16%

年 ６ 回 7 3% 8 3% 14 6%

年 ４ 回 11 5% 12 5% 13 5%

年 ２ 回 40 18% 42 18% 43 18%

年 １ 回 123 56% 130 57% 130 55%

合　計 219 100% 230 100% 238 100%

決算頻度

毎月

17%

年６回

3%

年４回

5%

年２回

18%

年１回

56%

24/3

毎月

16%

年６回

6%

年４回

5%

年２回

18%

年１回

55%

26/3

毎月

17%

年６回

3%

年４回

5%

年２回

18%

年１回

57%

25/3



➢ 2026年３月末において、つみたて投資枠取扱金庫数、定時定額購入取引サービス

販売実績金庫数、「しんきんｉＤｅＣｏ」および確定拠出年金加入者等数は、増加傾

向で推移しております。

長期・積立・分散投資に資する取組み支援

(1) つみたて投資枠取扱金庫数※

(2) 定時定額購入取引サービス販売実績金庫数

(3) しんきんｉＤｅＣｏ参入金庫数

(4) 確定拠出年金加入者等数

※つみたて投資枠（旧つみたてＮＩＳＡ）を利用した販売実績のある信用金庫数
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2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

金 庫 数 152金庫 155金庫 155金庫

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

金 庫 数 169金庫 170金庫 170金庫

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

金 庫 数 97金庫 105金庫 113金庫

2024年3月末 2025年3月末 2026年3月末

加 入 者 等 数 61,294人 66,593人 71,340人

うち、しんきんｉＤｅＣｏ
による加入者等数

30,782人 35,305人 39,478人



６．お客様本位の業務運営を徹底
するための枠組みの整備

・信金中金は、お客様本位の業務運営を
徹底するため、営業店評価基準を整備し
ます。

・信金中金は、お客様本位の業務運営に
関する意識や専門的知識を高めるため、
資産運用関連業務にかかる研修を実施
します。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する
原則」との対応関係：原則７、同(注))

・営業店活動のモニタリングを通じ、信用
金庫に対し、顧客の利益を損うような
推進施策が行われていないことを確認

・お客様本位の業務運営への意識醸成の
ため、ｅラーニングにより「お客様本位
の業務運営」にかかる研修を実施（信金
中金職員向け）

➢ 信金中金の「お客様本位の業務運営に関する取組方針」および「お客様本位の業務

運営に関するアクションプラン」と金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関

する原則」の対応関係は、別掲の「金融庁『顧客本位の業務運営に関する原則』『プ

ロダクトガバナンスに関する補充原則』との対応関係表」をご参照ください。

（参考）金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」との対応関係

アクションプラン 実施内容
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